






確認状況

監督指針（抜粋）

⾦融⾯における⾃⼰改⾰
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【確認⽅法】
• 農協及び信連への総合的なヒアリング、指導機関等ヒアリング、農中ヒアリング
• 農協との対話
【確認内容】
ＪＡバンクとして農業融資等に係る全国的な取組⽅針を含んだ「ＪＡバンク中期戦略（2022〜2024年度）」を策定し、これを踏

まえ、農中、各信連、各農協において、具体的な取組内容を定めた個別計画を策定し、当該計画に基づき具体的アクションを実⾏
していることを確認。
（実績や取組状況の分析、個別計画への反映等については、今後確認。）

⾦融⾯における⾃⼰改⾰

○ 今後、実績や取組状況の分析、個別計画への反映等について、
・都道府県は、総合的なヒアリング等を通じて農協の⾦融⾯の取組状況を確認する。
・農林⽔産省は、指導機関等へのヒアリングなどを通じて、農中、各信連、各農協の取組及び各都道府県の
指導・監督の状況を確認し、農協として⾃⼰改⾰を推進する中で信⽤事業部⾨（ＪＡバンク全体）におい
ても農業者向けの事業融資の強化等の取組が着実に進展するよう必要な指導・助⾔を⾏う。

（１）中長期的な戦略の策定については、
① 農業及び関連産業の実態や投融資等の実績を踏まえつつ、自己改革実践サイクルの構築の意義に即して、自己改革の具体的な取組内容

を示すものとなっているか。
② 農中、信連、農協が目標の設定及び個別計画の策定を行う上で必要となる具体的な指針を示すものとなっているか。
③ 進捗状況を適切に把握するものとなっているか。

（２）目標の設定及び個別計画の策定については、農中、信連、農協において、それぞれ、
① 農業及び関連産業の実態や投融資等の実績を踏まえつつ、中長期的な戦略の考え方や内容に即したものとなっているか。
② 実施手法が明確であり、実行に必要な組織態勢が整えられているか。
③ 進捗状況を適切に把握し、実績や取組状況について中長期的な戦略等との比較及び分析を行うことが可能なものとなっているか。

（３） 具体的なアクションの実行及び個別計画への反映については、年度当初に策定した個別計画に基づき具体的なアクションを着実に実行
するとともに、当年度の実績や取組状況について中長期的な戦略等との比較及び分析を行い、会員及び組合員等へ丁寧に説明した上で、
次年度等の計画策定を行っているか。さらに、農協においては、組合員数が多数に上ることから、例えば、理事会のほか、集落座談会や
地区別協議会などの会合や組合員組織である生産部会、戸別訪問の機会等の活用により、丁寧に説明しているか。

Ⅱ－12 金融面における自己改革の実行、継続及び強化
Ⅱ－12－２－２ 主な着眼点



農協の取組例

Ｌ農協Ｊ農協

 ＪＡ 全体で組織的に貸出強化⽀援プログラム
の実践を進め、営業⼒（利⽤者対応⼒）の強化に取
り組む。

 営農経済部との事業間連携により、情報連携・勉強
会・同⾏訪問の仕組みづくりや営農経済部⾨・信⽤
部⾨のデータ連携に取り組む。

 農業融資渉外と営農経済相談員が連携し、⽣産部会
や集落営農組織等へのアプローチで効率的に複数農
家への推進活動を実施する。

 茶業部・農機具センター等と連携し、⼤型農業機械
等の作業効率の⾼い農機具の需要に対応する。

 営農課と連携し、イチゴハウスの建設・⾼設栽培シ
ステムの更新・⾃動カーテン設備やビニール張替え
等の設備資⾦の需要に対応する。

Ｋ農協

 規模拡⼤を志向する等の地域農業の担い⼿に焦点を当てて的確な提案につなげる取組、また、営農経済部⾨と信⽤部⾨とのタイムリーな情報
共有や⾦融⽀援専任担当者の設置によって農業者ニーズへの迅速かつ効果的な対応を図る取組などが⾒られた。

 こうした農協の取組を後押しするべく、信連や農中⽀店が、アプローチ先のリストアップや⼈材育成⾯での⽀援を⾏っている事例が⾒られた。
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⾦融⾯における⾃⼰改⾰（個別計画策定等の取組）



確認状況

監督指針（抜粋）

⾦融⾯における⾃⼰改⾰／連合会の⽀援（全国連）③

⾦融⾯における⾃⼰改⾰／農中の⽀援の確認
農林中央⾦庫（農中）

○ 農中は、リスクアペタイトフレームワークに基づき、経営環境やリスク認識を踏まえたトップリスク（例：
⼤幅な⾦利上昇、利⽤者減少に伴う事業基盤の弱体化など）を選定し、想定する将来シナリオの分析を経て、
経営計画等に反映。農林⽔産省として、⾦融庁とともにその取組状況を確認。

○ 農中は、農協から、農業者向けの事業融資の取組実績、担い⼿農業者の資⾦ニーズ・経営課題に適切に対応
した個別事例等について決算期毎などの定期的な報告を聴取するとともに、以下の⽀援や助⾔を実施。
・ 農協の貸出業務の事務合理化や債権管理の⾼度化に向けて、WEB受付、融資稟議、電⼦契約、延滞債権管
理に係るシステムを整備（2023年度末までに順次整備予定）

・ 各農協の中⻑期の収⽀シミュレーションを踏まえ、信⽤事業における収⽀改善策の策定・実⾏を⽀援
例：貸出強化⽀援（融資専任担当者による出向く体制づくりや融資・審査対応⼒の強化を⽀援）、

業務コスト低減（店舗やATMの再編）に係る⽀援 等

Ⅱ－12 金融面における自己改革の実行、継続及び強化
Ⅱ－12－１ 自己改革の実行、継続及び強化
（５）④ 農中において、金融環境の急速な変化に対応できる態勢を強化するとともに、農協から実績や取組状況の定期的

な報告を求め、農協に対して融資の審査等に必要な貸出システムの導入といった支援や目標達成のために必要な助
言等を行う。

Ⅱ－12－２－２ 主な着眼点
（４）定期的な報告並びに必要な支援及び助言等については、農中において、農協の実績や取組状況について決算期毎に

適時の報告を受けているか。また、農協に対して融資の審査等に必要な貸出システムの導入といった支援を行うなど
農協のニーズや実態をくみ取った実践的な支援及び助言等を行っているか。
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